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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 145,340 1.4 14,932 0.9 15,712 1.7 8,709 5.0
20年3月期 143,299 4.4 14,795 1.9 15,456 2.7 8,297 △1.8

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 148.64 ― 10.1 12.4 10.3
20年3月期 137.61 137.42 9.9 12.3 10.3

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  193百万円 20年3月期  221百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 124,237 87,243 69.9 1,491.14
20年3月期 128,575 86,027 66.6 1,430.46

（参考） 自己資本   21年3月期  86,801百万円 20年3月期  85,677百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 18,294 △6,336 △8,017 27,425
20年3月期 21,794 △12,014 △7,620 23,501

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― 22.00 ― 22.00 44.00 2,644 32.0 3.2
21年3月期 ― 26.00 ― 26.00 52.00 3,042 35.0 3.6

22年3月期 
（予想）

― 27.00 ― 27.00 54.00 33.8

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

72,100 △2.6 7,200 0.8 7,450 △1.3 4,350 8.9 74.73

通期 146,000 0.5 15,700 5.1 16,100 2.5 9,300 6.8 159.76
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、16ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」及び22ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変  
更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、27ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 58,440,066株 20年3月期 61,040,066株

② 期末自己株式数 21年3月期  228,529株 20年3月期  1,145,117株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 5,112 49.4 4,136 63.0 4,122 63.1 4,005 59.8
20年3月期 3,420 13.2 2,538 11.2 2,527 11.5 2,506 12.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 68.37 ―

20年3月期 41.57 41.52

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 77,863 48,067 61.5 822.43
20年3月期 78,536 50,617 64.3 843.14

（参考） 自己資本 21年3月期  47,874百万円 20年3月期  50,500百万円

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前
提としております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用
にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の3ページを参照して下さい。 
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(1）経営成績に関する分析 

1.当連結会計年度の概況  

 当連結会計年度における経済情勢は、世界の金融・資本市場の危機が広がるなか、わが国においても生産・輸出が

減少し企業収益が悪化するとともに、消費の冷え込みが見られました。 

  臨床検査業界におきましては、診療報酬改訂の影響は例年に比べ穏やかであったものの、為替レートの変動や需要

構造の変化によるマイナス影響が見られ、引き続く医療制度改革と相俟って厳しい事業環境にあります。 

 このような環境のなか、当社グループといたしましてはさらなる成長を遂げるための経営諸施策に積極的に取り組

んでまいりました。 

 これらの結果といたしまして、当連結会計年度の売上高は145,340百万円(前期比1.4％増)となりました。受託臨床

検査事業およびその他の事業における売上高が堅調に推移したことから増収となりました。利益面では、臨床検査薬

事業においてプロダクトミックスの変化が見られたものの、受託臨床検査事業において利益改善施策が奏功し、結果

として営業利益は14,932百万円(前期比0.9％増)、経常利益15,712百万円(前期比1.7％増)、当期純利益8,709百万円

(前期比5.0％増)となりました。 

 以下、事業別の概況をご報告申し上げます。 

 

2.事業の種類別セグメントの状況 

■臨床検査薬事業 

 日本赤十字社の次世代感染症検査システムとして採用された「全自動化学発光酵素免疫測定装置CL4800」の設置が

完了し、本製品に係る検査装置および検査薬の販売が増加しましたが、一部CL-EIA系製品の一時的な流通在庫調整、

インフルエンザ検査薬の需要構造の変化および為替レートの変動などにより減収となりました。利益面では、プロダ

クトミックスの影響による売上原価率の上昇が見られました。これらの結果、売上高は32,331百万円（前期比1.2％

減）、営業利益は5,812百万円（前期比19.0％減）となりました。 

■受託臨床検査事業  

 検査受託価格の低下が限定的な範囲に留まったこと、また営業拡販施策が進捗したことから売上高は増収となりま

した。利益面では、前連結会計年度より進めていた利益改善施策が奏功したことから増益となりました。これらの結

果、売上高は91,108百万円（前期比1.0％増）、営業利益は6,866百万円（前期比21.1％増）となりました。 

■その他の事業  

  滅菌事業につきましては、継続して受託病院の新規獲得および業務効率の向上に努めた結果、売上高は11,469百万

円（前期比15.0％増）となりました。 

 治験事業につきましては、新規受注案件の獲得が進むとともに、既受注案件の治験も堅調に推移したことから、売

上高は5,670百万円（前期比4.1％増）となりました。 

 これらの結果、その他の事業の売上高は21,901百万円（前期比7.6％増）、営業利益は2,078百万円（前期比3.0％

増）となりました。 

  

    3.次連結会計年度の見通し  

 臨床検査業界におきましては、検体検査に対する需要の拡大が見られるものの、引き続く検査受託価格の抑制によ

り市場は停滞しております。一方、他社との競争はさらに激化しております。 

 このような厳しい事業環境のなか、当社グループといたしましては、低成長期の市場において安定的な成長を実現

すべく諸施策に取り組んでまいります。  

 グループ全体における次連結会計年度の業績につきましては、売上高1,460億円、営業利益157億円、経常利益161

億円、当期純利益93億円を見込んでおります。 

 なお、業績の見通しにつきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報および将来の業績に影響を与え

る不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としております。実際の業績等は、今後様々な要因によ

ってこれと大きく異なる結果となる可能性があります。  

  

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析  

①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の資産は、前連結会計年度末に比べ4,337百万円減少し、124,237百万円となりました。その主な

要因は、有価証券の増加6,716百万円があった一方、有形固定資産及び無形固定資産の減少6,303百万円、現金及び預

金の減少2,845百万円および投資有価証券の減少1,223百万円があったためであります。  

  負債は、前連結会計年度末に比べ5,552百万円減少し、36,994百万円となりました。その主な要因は、未払金の減

少2,431百万円、未払法人税等の減少2,229百万円および長期借入金の減少1,593百万円があったためであります。 

  純資産は、前連結会計年度末に比べ1,215百万円増加し、87,243百万円となりました。その主な要因は、自己株式

の取得3,786百万円、配当金の支払2,846百万円および為替換算調整勘定の減少503百万円があった一方、当期純利益

8,709百万円があったためであります。以上の結果、自己資本比率は、前連結会計年度末に比べ3.3％向上し、69.9％

となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況  

 当連結会計年度末の現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ3,924百万円増

加し、27,425百万円となりました。 

 各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において営業活動により得られた資金は、18,294百万円（前期比16.1％減）となりました。この

主な要因は、税金等調整前当期純利益14,770百万円、非資金支出項目である減価償却費10,522百万円、その他固定

負債の増加1,611百万円および売上債権の減少758百万円があった一方、法人税等の支払7,805百万円、たな卸資産

の増加958百万円および仕入債務の減少800百万円があったためであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、6,336百万円（前期比47.3％減）となりました。この

主な要因は、有形固定資産の取得による支出4,118百万円、無形固定資産の取得による支出1,882百万円および子会

社株式の取得による支出1,400百万円があったためであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、8,017百万円（前期比5.2％増）となりました。この主

な要因は、自己株式の取得による支出3,786百万円、配当金の支払が2,836百万円および長期借入金の返済による支

出が1,356百万円あったためであります。 

  

キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

＊ 株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後期末発行株式総数により算出しております。 

＊ 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を払っているすべての

負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額

を使用しております。 

    平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期

自己資本比率 （％）  67.3  66.6  69.9

時価ベースの自己資本比率 （％）  122.0  121.4  93.1

キャッシュ・フロー対有利子負債比

率 
（年）  0.6  0.1  0.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ （倍）  113.3  295.2  432.6
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(3）利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当   

 当社は、株主に対する利益還元を経営の重要施策の一つとして位置付けており、連結配当性向を重視しつつ、中長

期的な業績および財務状況の見通しをも総合的に勘案し、安定的かつ継続的な配当を実施することを基本としており

ます。 

 当期の期末配当金は１株につき26円とし、中間配当と合わせた年間配当は52円を予定しております。内部留保金

は、中長期的な成長につながる事業投資として、主に研究開発および事業基盤強化、海外展開基盤整備などの資金に

充当してまいります。 

 なお、次期配当金につきましては、１株につき年間54円（中間配当金27円、期末配当金27円）を予定しておりま

す。  

みらかホールディングス㈱ （4544）　平成21年３月期  決算短信
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 当社グループは、純粋持株会社であるみらかホールディングス株式会社（以下、「当社」という）と富士レビオ株式

会社、株式会社エスアールエルおよびそれぞれの関連子会社より構成されており、臨床検査薬の製造・販売、臨床検査

の受託とその他のヘルスケア関連の事業を行っております。 

 当社グループの事業内容および各会社の当該事業に係わる位置付けは、次のとおりであります。 

  

（臨床検査薬事業）   

 富士レビオ株式会社および株式会社テイエフビーは、臨床検査薬の製造・販売を行っており、国内および海外の代理

店を通じて、医療機関および受託臨床検査会社等へ販売しております。株式会社先端生命科学研究所は、臨床検査薬に

係る原料供給およびライセンス許諾を行っております。 

 海外では、フジレビオ ダイアグノスティックス社は、癌関連臨床検査薬の抗原・抗体等を全世界の臨床検査薬会社

等に販売しております。アメリカン バイオロジカル テクノロジーズ社は、臨床検査の精度管理に使用するコントロー

ル製品等を製造し、大手検査薬企業などに提供しております。フジレビオ アメリカ社（米国）は、フジレビオ ダイア

グノスティックス社の全株式を保有する持株会社であります。 

 なお、富士レビオ株式会社は、株式会社先端生命科学研究所株式の75%を保有しておりましたが、本年４月１日に同

社の残株式全てを取得し完全子会社としました。 

 米国のフジレビオ ダイアグノスティックス社は、昨年４月１日付でアメリカン バイオロジカル テクノロジーズ社

の全株式を取得いたしました。 

 また、レビオ・ジェン株式会社は、昨年４月１日付で富士レビオ株式会社と合併いたしました。 

  

（受託臨床検査事業） 

 株式会社エスアールエルは、主に大規模病院を中心とした医療機関から特殊検査を受託しており、また、地域の中小

規模の病院および診療所から一般検査と特殊検査を受託しております。株式会社エスアールエル・ラボ・クリエイト

は、病院検査室の運営受託等を行っております。周辺事業としては、検体輸送業務、検査施設の庶務等の業務、検査シ

ステムの保守・管理および開発業務、検査機器システムの保守・管理および開発業務等のサービスを行っております。

なお、株式会社エスアールエル関西は、昨年４月１日付で株式会社エスアールエルと合併いたしました。 

  

 （その他の事業） 

 滅菌事業……日本ステリ株式会社および九州ステリ株式会社は、主に大規模病院内の医療用具・器材・手術用の器具 

       を回収し、洗浄・消毒・滅菌を行い各診療部門へ供給するサービスを行っております。 

治験事業……株式会社エスアールエル・メディサーチは、医薬品開発（治験）における治験検査の受託および支援を行

      っております。 

 上記のほか、健診機関業務の請負や健康管理の栄養指導等のコンサルティング、診療所の開設・運営の支援、介護用

品のレンタル等の事業も行っております。 

  

 以上のように当社グループは、臨床検査という事業領域を中核としながら、各社がそれぞれ有機的かつ補完的な関係

性にあり、事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

  

  

２．企業集団の状況
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事業系統図 

 
  

  

（注）１．アメリカン バイオロジカル テクノロジーズ社は、株式の取得により連結子会社となりました。 

２．レビオ・ジェン㈱は富士レビオ㈱を存続会社とする合併により、㈱エスアールエル関西は㈱エスアールエルを存続会社とする合併

により連結除外となりました。 

３．㈱HSN（旧社名：㈱ヘルスサービス長野）は、社名を変更しました。 
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(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは「製品とサービスにおける新しい価値の創造を通じて、健康で豊かな社会作りと世界の医療に貢献

します。」という経営理念のもと、次のような経営方針をもって事業活動を行っております。 

＜経営方針＞ 

・顧客ニーズに応えることを最優先とし、高品質な商品、情報、サービスを提供します。 

・環境保全に万全を尽くし、地域社会と良好な関係維持に努めます。 

・社員一人ひとりの個性を伸ばし、公平な機会と公正な評価による働きがいのある明るい職場づくりを目指します。

・誠実で健全な経営を行い、ステークホルダーの信頼に応えます。 

(2）中長期的な会社の経営戦略 

 当社グループは、平成19年５月に当社グループの中核的事業である臨床検査薬事業および受託臨床検査事業ならび

にその他事業のさらなる拡大・成長を実現するために、第二次中期経営計画（平成19年度-平成22年度）を策定し、

「グローバルなライフサイエンス企業」としての企業価値・株主共同の利益の継続的な向上を実現するための経営諸

施策をスピード感を持って着実に実行しております。臨床検査薬事業においては、株式会社先端生命科学研究所の買

収、アメリカン バイオロジカル テクノロジ－社の買収など、国内・海外における事業展開を加速するための基盤整

備を着実に進めております。受託臨床検査事業においては、平成19年６月に株式会社エスアールエルが、株式会社シ

オノギバイオメディカルラボラトリーズ(平成19年８月に「株式会社エスアールエル関西」と社名変更)を完全子会社

化し、平成20年４月１日をもって同社を吸収合併いたしました。今後は、受託臨床検査業務の再編により、より迅速

かつ高品質な検査サービスが全国統一基準に基づいて提供できることとなるとともに、さらなる業務効率化およびコ

スト削減を推し進めてまいります。 

(3) 会社の対処すべき課題  

 当連結会計年度における経済情勢は、世界的な金融不安を起因として海外市場が失速する中、為替レートの変動が

輸出製造業にマイナス影響を与えるなど、海外における事業展開の見通しは不透明な状況にあります。 

 臨床検査業界におきましては、検体検査に対する需要の拡大が見られるものの、引き続く検査受託価格の抑制によ

り市場は停滞しており、今後も大きな成長が見込めない状況にあります。一方、他社との競争はさらに激化しており

ます。 

 このような事業環境のなか、臨床検査薬事業におきましては、国内販売の基盤を固め着実な成長を実現すべく販売

諸施策の遂行に注力する一方、海外事業については将来の市場回復期に備えた準備活動を進めてまいります。また、

受託臨床検査事業におきましては、収益力のさらなる向上に向けて、顧客の維持と業務の効率化を中心とした諸施策

に取り組んでまいります。 

 臨床検査薬事業と受託臨床検査事業は、平成17年の富士レビオ株式会社と株式会社エスアールエルの経営統合以

降、営業・販売分野を中心として相互の協力体制による事業活動を行っております。今後はさらなる連携強化のも

と、それぞれの強みを結集し、低成長期の市場において安定的な成長を実現すべく取り組んでまいります。  

(4）環境・品質に関する施策   

 当社グループは、環境保全・改善に万全をつくし、自然および地域社会との共生に努めるとともに、お客様に選ば

れ愛される企業グループであり続けるために、国際規格ＩＳＯ 14001認証のもと、各種の環境活動に取り組んでおり

ます。 

 一方、商品品質では、富士レビオ株式会社において、国際規格ＩＳＯ 9001、ＩＳＯ 13485、ＣＥマーキングの認

証のもと、品質マネジメントシステムの維持向上を目指しております。 

 また、株式会社エスアールエルにおいて、米国臨床病理協会（ＣＡＰ）、財団法人日本適合性認定協会（ＪＡＢ）

の臨床検査室認定制度（ＩＳＯ 15189）の認証のもと、お客様にご安心いただけるサービスを提供できるよう、品質

の向上を追求し続けております。  

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 17,401 14,555

受取手形及び売掛金 27,295 26,245

リース投資資産 － 223

有価証券 6,283 13,000

たな卸資産 9,913 －

商品及び製品 － 4,266

仕掛品 － 3,655

原材料及び貯蔵品 － 3,565

繰延税金資産 2,904 2,416

その他 2,089 1,796

貸倒引当金 △205 △106

流動資産合計 65,682 69,619

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 39,752 40,234

減価償却累計額 △26,105 △27,371

建物及び構築物（純額） 13,646 12,862

機械装置及び運搬具 9,173 9,247

減価償却累計額 △7,423 △7,705

機械装置及び運搬具（純額） 1,750 1,542

工具、器具及び備品 39,466 38,532

減価償却累計額 △30,401 △30,997

工具、器具及び備品（純額） 9,064 7,534

土地 7,623 7,650

リース資産 － 482

減価償却累計額 － △28

リース資産（純額） － 453

建設仮勘定 2,363 678

有形固定資産合計 34,449 30,722

無形固定資産   

のれん 3,224 3,566

リース資産 － 14

ソフトウエア 8,404 7,859

その他 4,455 2,066

無形固定資産合計 16,083 13,506

投資その他の資産   

投資有価証券 3,687 2,463

繰延税金資産 3,877 3,489

その他 4,975 4,543

貸倒引当金 △179 △107

投資その他の資産合計 12,359 10,389

固定資産合計 62,892 54,618

資産合計 128,575 124,237
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 10,593 9,802

短期借入金 1,356 1,593

リース債務 － 99

未払金 7,252 4,820

未払法人税等 4,503 2,273

賞与引当金 3,727 3,774

その他 3,867 3,766

流動負債合計 31,300 26,130

固定負債   

長期借入金 1,797 204

リース債務 － 392

繰延税金負債 457 222

退職給付引当金 7,388 6,831

役員退職慰労引当金 26 －

その他 1,577 3,212

固定負債合計 11,247 10,864

負債合計 42,547 36,994

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,663 7,663

資本剰余金 23,386 23,385

利益剰余金 57,351 57,346

自己株式 △2,229 △485

株主資本合計 86,171 87,909

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 136 25

為替換算調整勘定 △631 △1,134

評価・換算差額等合計 △494 △1,108

新株予約権 117 192

少数株主持分 232 249

純資産合計 86,027 87,243

負債純資産合計 128,575 124,237
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 143,299 145,340

売上原価 92,055 94,359

売上総利益 51,243 50,981

販売費及び一般管理費 36,448 36,049

営業利益 14,795 14,932

営業外収益   

受取利息 95 49

受取配当金 54 307

持分法による投資利益 221 193

業務受託料 98 103

その他 361 385

営業外収益合計 831 1,039

営業外費用   

支払利息 74 42

賃貸費用 45 45

為替差損 － 31

コミットメントフィー 20 －

その他 30 139

営業外費用合計 170 259

経常利益 15,456 15,712

特別利益   

固定資産売却益 45 10

投資有価証券売却益 101 108

貸倒引当金戻入額 － 21

その他 14 －

特別利益合計 162 140

特別損失   

固定資産除却損 278 407

固定資産売却損 17 3

投資有価証券売却損 － 368

投資有価証券評価損 － 256

事業構造改善費用 276 －

特別退職金 599 －

その他 263 47

特別損失合計 1,435 1,082

税金等調整前当期純利益 14,183 14,770

法人税、住民税及び事業税 6,315 5,105

法人税等調整額 △454 914

法人税等合計 5,860 6,020

少数株主利益 25 41

当期純利益 8,297 8,709
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,547 7,663

当期変動額   

新株の発行 116 －

当期変動額合計 116 －

当期末残高 7,663 7,663

資本剰余金   

前期末残高 23,269 23,386

当期変動額   

新株の発行 116 －

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － △0

当期変動額合計 116 △0

当期末残高 23,386 23,385

利益剰余金   

前期末残高 51,346 57,351

実務対応報告第18号の適用による影響額 － △340

当期変動額   

剰余金の配当 △2,292 △2,846

役員賞与 △0 －

当期純利益 8,297 8,709

自己株式の消却 － △5,526

当期変動額合計 6,004 335

当期末残高 57,351 57,346

自己株式   

前期末残高 △802 △2,229

当期変動額   

自己株式の取得 △1,427 △3,786

自己株式の処分 0 1

自己株式の消却 － 5,527

当期変動額合計 △1,426 1,743

当期末残高 △2,229 △485

みらかホールディングス㈱ （4544）　平成21年３月期  決算短信

12



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本合計   

前期末残高 81,361 86,171

実務対応報告第18号の適用による影響額 － △340

当期変動額   

新株の発行 232 －

剰余金の配当 △2,292 △2,846

役員賞与 △0 －

当期純利益 8,297 8,709

自己株式の取得 △1,427 △3,786

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 4,810 2,078

当期末残高 86,171 87,909

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 670 136

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △533 △110

当期変動額合計 △533 △110

当期末残高 136 25

為替換算調整勘定   

前期末残高 76 △631

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △707 △503

当期変動額合計 △707 △503

当期末残高 △631 △1,134

評価・換算差額等合計   

前期末残高 746 △494

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,241 △613

当期変動額合計 △1,241 △613

当期末残高 △494 △1,108

新株予約権   

前期末残高 39 117

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 77 74

当期変動額合計 77 74

当期末残高 117 192
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

少数株主持分   

前期末残高 614 232

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △381 16

当期変動額合計 △381 16

当期末残高 232 249

純資産合計   

前期末残高 82,762 86,027

実務対応報告第18号の適用による影響額 － △340

当期変動額   

新株の発行 232 －

剰余金の配当 △2,292 △2,846

役員賞与 △0 －

当期純利益 8,297 8,709

自己株式の取得 △1,427 △3,786

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,545 △522

当期変動額合計 3,264 1,555

当期末残高 86,027 87,243
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 14,183 14,770

減価償却費 9,222 10,522

のれん償却額 426 463

賞与引当金の増減額（△は減少） 50 50

退職給付引当金の増減額（△は減少） 122 △560

貸倒引当金の増減額（△は減少） 77 △170

受取利息及び受取配当金 △149 △357

持分法による投資損益（△は益） △221 △193

支払利息 74 42

固定資産除却損 278 407

売上債権の増減額（△は増加） △973 758

たな卸資産の増減額（△は増加） △790 △958

その他の流動資産の増減額（△は増加） 483 418

仕入債務の増減額（△は減少） 2,521 △800

その他の流動負債の増減額（△は減少） 132 △1,254

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 1,611

その他 32 1,007

小計 25,470 25,757

利息及び配当金の受取額 170 384

利息の支払額 △73 △42

法人税等の支払額 △3,772 △7,805

営業活動によるキャッシュ・フロー 21,794 18,294

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △6,960 △4,118

無形固定資産の取得による支出 △4,378 △1,882

投資有価証券の売却による収入 605 708

子会社株式の取得による支出 △443 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△469 △1,272

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得に対す
る前期未払い分の支払いによる支出

△457 △128

その他 88 355

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,014 △6,336

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △2,330 －

長期借入金の返済による支出 △1,757 △1,356

配当金の支払額 △2,286 △2,836

株式の発行による収入 232 －

自己株式の取得による支出 △1,427 △3,786

その他 △51 △37

財務活動によるキャッシュ・フロー △7,620 △8,017

現金及び現金同等物に係る換算差額 55 △16

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,215 3,924

現金及び現金同等物の期首残高 21,286 23,501

現金及び現金同等物の期末残高 23,501 27,425
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  該当事項はありません。 

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数  ２０社 

  主要な連結子会社 

富士レビオ㈱、㈱エスアールエル、㈱ 

エスアールエル関西（旧社名 ㈱シオ 

ノギバイオメディカルラボラトリー

ズ）、日本ステリ㈱、㈱エスアールエ

ル・メディサーチ、㈱テイエフビ－、フ

ジレビオ アメリカ社（米国）、フジレ

ビオ ダイアグノスティックス社（米

国）、フジレビオ ダイアグノスティッ

クス社（スウェーデン) 

 （新規） １社 

㈱先端生命科学研究所（株式の取得に 

よる) 

(1）連結子会社の数  １９社    

    主要な連結子会社                  

富士レビオ㈱、㈱エスアールエル、日本

ステリ㈱、㈱エスアールエル・メディサ

ーチ、㈱テイエフビ－、フジレビオ ア

メリカ社（米国）、フジレビオ ダイア

グノスティックス社（米国）、フジレビ

オ ダイアグノスティックス社（スウェ

ーデン）     

   （新規）  １社          

 アメリカン バイオロジカル テクノロジ

ーズ社（株式の取得による） 

  （除外）  ２社 

 ㈱エスアールエル関西（合併による）、

レビオ・ジェン㈱（合併による）  

  (2）非連結子会社の名称等 

  フジレビオ ヨーロッパ社（オランダ） 

(2）非連結子会社の名称等 

 フジレビオ ヨーロッパ社（オランダ） 

  （新規） １社 

 思裕（北京）医用技術有限公司 

  (3）非連結子会社について、連結の範囲

から除いた理由 

   非連結子会社 フジレビオ ヨーロッ

パ社は、小規模会社であり、総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う額）等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないため、連結範囲から除外し

ております。 

(3）非連結子会社について、連結の範囲

から除いた理由 

   非連結子会社 フジレビオ ヨーロッ

パ社及び思裕（北京）医用技術有限公司

は、小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、い

ずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼ

していないため、連結範囲から除外して

おります。 

２．持分法の適用に関する事項 (1）持分法適用関連会社の数 ３社 

  ケアレックス㈱、㈱ヘルスサービス長

野、㈱あすも臨床薬理研究所（旧社名 

㈱日本臨床薬理研究所） 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社（フジレビオ ヨーロッパ社）及び関

連会社（フジ・エス・シー・バイオ㈱）

は、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外しております。 

(1）持分法適用関連会社の数 ３社 

  ケアレックス㈱、㈱ＨＳＮ（旧社名 

㈱ヘルスサービス長野）、㈱あすも臨床

薬理研究所 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社（フジレビオ ヨーロッパ社、思裕

（北京）医用技術有限公司）及び関連会

社（フジ・エス・シー・バイオ㈱）は、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表

に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用

範囲から除外しております。 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

   連結子会社のうち、㈱先端生命科学研

究所の決算日は12月31日であります。 

 連結財務諸表の作成に当たっては、連

結決算日現在で実施した仮決算に基づく

財務諸表を使用しております。  

   連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。 

  なお、従来決算日が12月末日であった

㈱先端生命科学研究所は決算日を３月末

日に変更しており、決算期変更の経過期

間となる当事業年度は、連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。  

４．会計処理基準に関する事項     

 (1）重要な資産の評価基準 

 及び評価方法 

（イ）有価証券 

 満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法） 

（イ）有価証券 

 満期保有目的の債券 

同左 

   その他有価証券 

 時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

 その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 主として移動平均法による原価法 

  なお、投資事業組合への出資（金

融商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの）について

は、組合契約に規定される決算報告

日に応じて入手可能な最近の決算書

を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。  

時価のないもの 

 同左 

  

   （ロ）デリバティブ 

時価法 

 （ロ）デリバティブ 

同左 

   （ハ）たな卸資産 

  商品・原材料・貯蔵品 

 主として移動平均法による原価法 

 （ハ）たな卸資産 

  商品・原材料・貯蔵品 

  主として移動平均法による原価法（貸

借対照表価額については、収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法） 

    製品・仕掛品 

 主として総平均法による原価法 

  製品・仕掛品 

  主として総平均法による原価法（貸借

対照表価額については、収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）  

（会計方針の変更） 

  当連結会計年度より「棚卸資産の評価

に関する会計基準」（企業会計基準第９

号 平成18年７月５日公表分）を適用し

ております。 

  これにより、営業利益、経常利益及び

税引等調整前当期純利益は、それぞれ90

百万円減少しております。 

  なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。  
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の 

   減価償却の方法 

（イ）有形固定資産 

  当社及び国内連結子会社は定率法を採

用し、在外連結子会社は定額法によって

おります。   

（イ）有形固定資産（リース資産を除  

      く） 

同左  

    ただし、当社及び国内連結子会社は平

成10年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法

によっております。 

   また、連結子会社であります富士レビ

オ㈱の工具器具及び備品のうち、機器シ

ステムリース用検査機器等については、

定額法によっております。 

   なお、主な耐用年数は、次のとおりで

あります。 

建物及び構築物    ６～50年 

機械装置及び運搬具  ４～15年 

工具器具及び備品   ２～20年 

  

  （会計方針の変更） 

 当社及び国内連結子会社は、平成19年

度の法人税法の改正に伴い、当連結会計

年度より、平成19年４月１日以降に取得

した有形固定資産については、改正後の

法人税法に基づく減価償却の方法に変更

しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ367

百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

───────── 

 

  

  （追加情報）  

 当社及び国内連結子会社は、平成19年

度の法人税法改正に伴い、平成19年３月

31日以前に取得した資産については、改

正前の法人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に到達した

連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額

を５年間にわたり均等償却し、減価償却

費に含めて計上しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ196

百万円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 ───────── 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   （ロ）無形固定資産  

  当社及び国内連結子会社は定額法を採

用し、在外連結子会社については、見積

耐用年数に基づく定額法によっておりま

す。  

  また、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

 （ロ）無形固定資産（リース資産を除  

      く） 

同左  

  

  

  

  

  

   

  ─────────     

  

  

  

  

  

  

  

 （ハ）長期前払費用 

  当社及び国内連結子会社は支出の効果

が及ぶ期間で均等償却しており、在外連

結子会社については、定額法によってお

ります。 

 （ハ）リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

  なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。  

（ニ）長期前払費用 

 同左 

(3）重要な引当金の計上基準 （イ）貸倒引当金  （イ）貸倒引当金  

    債権の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

同左 

  （ロ）賞与引当金  

  国内連結子会社は、従業員の賞与支給

に備えるため、支給見込相当額を計上し

ております。 

（ロ）賞与引当金  

同左 

  （ハ）退職給付引当金  

  主要な国内連結子会社は、従業員の退

職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。  

 なお、過去勤務債務（債務の減額）に

ついては、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年又は

10年）による定額法により費用処理して

おります。  

  また、数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（５年又は

10年）による定額法により按分した額を

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。  

（ハ）退職給付引当金  

        同左 

みらかホールディングス㈱ （4544）　平成21年３月期  決算短信

19



項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

  （ニ）役員退職慰労引当金 

  国内連結子会社の一部は、役員の退職

慰労金支給に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計上してお

ります。 

───────── 

(4）重要な外貨建の資産及び

負債の本邦通貨への換算

基準 

  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

  なお、在外連結子会社等の資産・負債

は、連結決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益・費用は、期中平均相

場により円貨に換算し、為替差額は純資

産の部における為替換算調整勘定及び少

数株主持分に含めて計上しております。

同左 

(5）重要なリース取引の処理

方法 

  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

   ───────── 

(6）重要なヘッジ会計の方法 （イ）ヘッジ会計の方法  （イ）ヘッジ会計の方法  

    主として繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。 

  なお、為替予約及び通貨スワップにつ

いては、振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用しております。 

 また、特例処理の要件を満たしている

金利スワップについては、特例処理を採

用しております。 

同左 

  （ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象  

  ヘッジ手段      ヘッジ対象  

  為替予約   外貨建輸出入取引

  通貨スワップ  外貨建輸出入取引

  金利スワップ  借入金 

（ロ）ヘッジ手段とヘッジ対象  

同左 

  （ハ）ヘッジ方針  

  内規に基づき、為替相場変動リスク及

び金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

 原則として、実需に基づくものを対象

としてデリバティブ取引を行っており、

投機目的のデリバティブ取引は行ってお

りません。  

（ハ）ヘッジ方針  

同左 

  （ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ手段及びヘッジ対象について、

個別取引毎のヘッジ効果を検証しており

ます。ただし、ヘッジ手段とヘッジ対象

に関する元本・利率・期間等の重要な条

件が同一の場合は、ヘッジ効果が極めて

高いことから、ヘッジの有効性の判断は

省略しております。 

（ニ）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(7）その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要

な事項 

 消費税及び地方消費税の会計処理 

  税抜方式によっております。 

───────── 

（イ）消費税及び地方消費税の会計処理 

同左 

（ロ）収益及び費用の計上基準 

  ファイナンス・リース取引に係る収益

の計上基準 

   リース料受取時に売上高と売上原価を

計上する方法によっております。  

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

同左 

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

  のれんの償却については、その個別案

件毎に判断し、20年以内の合理的な年数

で定額法により償却を行っております。

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ───────── 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

───────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    

  

  

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関

する当面の取扱い） 

当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在

外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上

必要な修正を行っております。  

これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ115百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。 

  

（リース取引に関する会計基準）   

 （借主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

  

  

  

（貸主側） 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る会計処理に

よっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前当

期純利益は、それぞれ102百万円減少しております。  
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表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

  従来、「現金及び預金」に含めて表示しておりました

譲渡性預金は、「金融商品会計に関する実務指針」（日

本公認会計士協会 平成19年７月４日 会計制度委員会

報告第14号）及び「金融商品会計に関するQ＆A」（日本

公認会計士協会 平成19年11月６日 会計制度委員会）

が改正されたことに伴い、当連結会計年度より「有価証

券」として表示しております。 

 なお、譲渡性預金の残高は前連結会計年度及び当連結

会計年度とも6,000百万円であります。 

  

（連結貸借対照表） 

  「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料及び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、

前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び

製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」は、それぞれ

2,641百万円、3,655百万円、3,616百万円であります。 

（連結損益計算書）  

  前連結会計年度まで区分掲記しておりました「保険配

当金収入」（当連結会計年度78百万円）は、営業外収益

の総額の100分の10以下となったため、営業外収益の

「その他」に含めて表示しております。 

（連結損益計算書）  

１．前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて

表示しておりました「為替差損」は、当連結会計年度

において、営業外費用の総額の100分の10を超えたため

区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度における「為替差損」の金額は

3百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

  

（連結キャッシュ・フロー計算書）  

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税等

の増減額」は、当連結会計年度において金額的重要性が

乏しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当連結会計年度の「その他」に含まれている

「未払消費税等の増加額」は279百万円であります。 

２．投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券

の売却による収入」は、前連結会計年度は「その他」に

含めて表示しておりましたが、金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「投資有価証券の売却による収入」は258百万円であり

ます。 

３．投資活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は、前連結会計年度は「その他」に含め

て表示しておりましたが、金額的重要性が増したため区

分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度の「その他」に含まれている

「自己株式の取得による支出」は19百万円であります。

２．前連結会計年度まで特別損失の「その他」に含めて表

示しておりました「投資有価証券評価損」は、当連結

会計年度において、特別損失の総額の100分の10を超え

たため区分掲記しました。 

  なお、前連結会計年度における「投資有価証券評価

損」の金額は33百万円であります。 

  

 ───────── 

みらかホールディングス㈱ （4544）　平成21年３月期  決算短信

23



 前連結会計年度及び当連結会計年度のセグメント情報は、次のとおりであります。 

  

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は役務又は商品等の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,113百万円であり、これは持株

会社である当社で発生した費用であります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は29,154百万円であり、これは持株会社である

当社での余資運用資金等であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。 

５．会計方針の変更 

〔連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕４．（２）（イ）に記載のとおり、当社及び国内連結

子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。これにより各セグメントの営

業利益は、臨床検査薬事業において64百万円、受託臨床検査事業において287百万円、その他の事業におい

て5百万円、消去又は全社において9百万円減少しております。 

６．追加情報 

〔連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項〕４．（２）（イ）に記載のとおり、当社及び国内連結

子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。これにより各セグメントの営業利益は、臨床検査薬事業において82百万円、受託臨床検査事業にお

いて112百万円、その他の事業において1百万円減少しております。 

  

注記事項

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
臨床検査薬

事業 
（百万円） 

受託臨床
検査事業 
（百万円） 

その他
の事業 

（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  32,730  90,208  20,359  143,299  －  143,299

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 3,171  2,032  104  5,309 (5,309)  －

計  35,902  92,241  20,464  148,608 (5,309)  143,299

営業費用  28,728  86,570  18,445  133,745 (5,241)  128,503

営業利益  7,174  5,670  2,018  14,863 (67)  14,795

Ⅱ．資産、減価償却費及び 

  資本的支出 
                                   

資産  44,319  85,702  7,827  137,849 (9,274)  128,575

減価償却費  2,468  6,272  300  9,041  180  9,222

資本的支出  2,112  7,589  198  9,900  2,451  12,351

事業区分 主要役務又は商品

臨床検査薬事業 検査試薬・検査システムの製造販売 

受託臨床検査事業 特殊臨床検査、一般臨床検査、医科学分析、病院検査室の運営 

その他の事業 
食品衛生検査、環境検査、健康商品・感染防止商品の販売、医療器具等の滅菌

サービス、治験支援、診療所開設・運営支援 
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業は役務又は商品等の内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は1,669百万円であり、これは持株

会社である当社で発生した費用であります。 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は28,481百万円であり、これは持株会社である

当社での余資運用資金等であります。 

４．減価償却費及び資本的支出には、長期前払費用の償却額及び増加額がそれぞれ含まれております。 

５．会計方針の変更 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．（１）ハに記載のとおり、当連結会計年度よ

り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用してお

ります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、臨床検査薬事業で88百万円、

その他の事業で１百万円減少しております。 

（連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い）  

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年

５月17日）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、臨床

検査薬事業で115百万円減少しております。 

（リース取引に関する会計基準） 

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リ

ース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平

成19年３月30日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用して

おります。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、臨床検査薬事業で118百万

円減少し、受託臨床検査事業で15百万円増加しております。 

  

  
臨床検査薬

事業 
（百万円） 

受託臨床
検査事業 
（百万円） 

その他
の事業 

（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は 
全社 

（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益                                    

売上高                                    

(1）外部顧客に対する売上高  32,331  91,108  21,901  145,340  －  145,340

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 3,097  2,156  124  5,378 (5,378)  －

計  35,428  93,265  22,025  150,719 (5,378)  145,340

営業費用  29,615  86,398  19,947  135,961 (5,553)  130,408

営業利益  5,812  6,866  2,078  14,757  174  14,932

Ⅱ．資産、減価償却費及び 

  資本的支出 
                                   

資産  39,861  83,248  7,866  130,976 (6,738)  124,237

減価償却費  2,496  6,920  313  9,730  791  10,522

資本的支出  1,531  3,521  412  5,466  89  5,555

事業区分 主要役務又は商品

臨床検査薬事業 検査試薬・検査システムの製造販売 

受託臨床検査事業 特殊臨床検査、一般臨床検査、医科学分析、病院検査室の運営 

その他の事業 
食品衛生検査、環境検査、健康商品・感染防止商品の販売、医療器具等の滅菌

サービス、治験支援、診療所開設・運営支援 
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前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,430円46銭

１株当たり当期純利益金額 137円61銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
137円42銭

１株当たり純資産額 1,491円14銭

１株当たり当期純利益金額  148円64銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 
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 （注）１．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお 

      りであります。 

  
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額            

当期純利益        （百万円）  8,297  8,709

普通株主に帰属しない金額 （百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益 （百万円）  8,297  8,709

期中平均株式数        （株）  60,297,051  58,591,243

             

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

当期純利益調整額     （百万円）  －  －

普通株式増加数        （株）   83,330  －

（うち新株予約権）  (83,330)  (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

新株予約権 

平成18年６月27日株主総会決議 

① 株式の種類 

普通株式 

② 株式の数 

159,000株 

③ 行使時の払込金額 

2,995円 

④ 行使期間 

平成20年７月１日から 

平成24年６月30日まで 

平成19年６月26日株主総会決議 

① 株式の種類 

普通株式 

② 株式の数 

176,100株 

③ 行使時の払込金額 

2,571円 

④ 行使期間 

平成21年７月１日から 

平成25年６月30日まで 

  

新株予約権 

平成18年６月27日株主総会決議 

① 株式の種類 

普通株式 

② 株式の数 

159,000株 

③ 行使時の払込金額 

2,995円 

④ 行使期間 

平成20年７月１日から 

平成24年６月30日まで 

平成19年６月26日株主総会決議 

① 株式の種類 

普通株式 

② 株式の数 

176,100株 

③ 行使時の払込金額 

2,571円 

④ 行使期間 

平成21年７月１日から 

平成25年６月30日まで 

平成20年６月24日株主総会決議 

① 株式の種類 

普通株式 

② 株式の数 

154,900株 

③ 行使時の払込金額 

2,644円 

④ 行使期間 

平成22年７月１日から 

平成26年６月30日まで 
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 （注）２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 下記に掲げる注記事項については、重要性が大きくないため記載を省略しております。 

・連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に関する 

 注記事項等 

・リース取引 

・有価証券 

・デリバティブ取引 

・退職給付 

・ストック・オプション等 

・税効果会計 

・関連当事者情報 

・企業結合等   

  
前連結会計年度末

（平成20年３月31日) 
当連結会計年度末

（平成21年３月31日) 

純資産の部の合計額     （百万円）  86,027  87,243

純資産の部の合計額から控除する金額 

              （百万円） 
 350  441

（うち新株予約権）  117  192

 （うち少数株主持分）  232  249

普通株式に係る期末の純資産額（百万円）  85,677  86,801

１株当たり純資産額の算定に用いられた期

末の普通株式の数        （株） 
 59,894,949  58,211,537

（開示の省略について）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,142 8,043

売掛金 70 98

有価証券 6,100 13,000

貯蔵品 0 0

前払費用 68 11

繰延税金資産 5 12

未収収益 8 13

関係会社短期貸付金 3,660 3,518

未収入金 4,335 724

その他 － 4

流動資産合計 24,391 25,429

固定資産   

有形固定資産   

建物 31 33

減価償却累計額 △12 △15

建物（純額） 19 18

工具、器具及び備品 318 320

減価償却累計額 △57 △186

工具、器具及び備品（純額） 260 133

有形固定資産合計 279 151

無形固定資産   

ソフトウエア 3,044 2,526

ソフトウエア仮勘定 67 －

無形固定資産合計 3,111 2,526

投資その他の資産   

関係会社株式 49,382 49,382

関係会社長期貸付金 901 5

長期前払費用 0 0

繰延税金資産 － 2

その他 468 365

投資その他の資産合計 50,753 49,756

固定資産合計 54,145 52,434

資産合計 78,536 77,863
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（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

短期借入金 － 250

未払金 265 19

未払費用 70 65

未払法人税等 － 47

預り金 23,811 26,481

前受収益 722 734

その他 42 121

流動負債合計 24,912 27,720

固定負債   

長期借入金 250 －

長期前受収益 2,756 2,076

固定負債合計 3,006 2,076

負債合計 27,919 29,796

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,663 7,663

資本剰余金   

資本準備金 23,385 23,385

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 23,386 23,385

利益剰余金   

利益準備金 928 928

その他利益剰余金   

別途積立金 18,750 13,250

繰越利益剰余金 2,001 3,133

利益剰余金合計 21,679 17,311

自己株式 △2,229 △485

株主資本合計 50,500 47,874

新株予約権 117 192

純資産合計 50,617 48,067

負債純資産合計 78,536 77,863
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（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業収益   

受取配当金 2,616 3,984

経営指導料 804 1,128

営業収益合計 3,420 5,112

営業費用 882 975

営業利益 2,538 4,136

営業外収益   

受取利息 90 140

その他 9 9

営業外収益合計 99 150

営業外費用   

支払利息 87 93

為替差損 － 49

コミットメントフィー 20 －

その他 2 20

営業外費用合計 110 164

経常利益 2,527 4,122

税引前当期純利益 2,527 4,122

法人税、住民税及び事業税 30 126

法人税等調整額 △9 △9

法人税等合計 20 117

当期純利益 2,506 4,005
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 7,547 7,663

当期変動額   

新株の発行 116 －

当期変動額合計 116 －

当期末残高 7,663 7,663

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 23,269 23,385

当期変動額   

新株の発行 116 －

当期変動額合計 116 －

当期末残高 23,385 23,385

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － △0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 －

資本剰余金合計   

前期末残高 23,269 23,386

当期変動額   

新株の発行 116 －

自己株式の処分 0 0

自己株式の消却 － △0

当期変動額合計 116 △0

当期末残高 23,386 23,385

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 928 928

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 928 928

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 18,750 18,750

当期変動額   

別途積立金の取崩 － △5,500

当期変動額合計 － △5,500

当期末残高 18,750 13,250
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,786 2,001

当期変動額   

剰余金の配当 △2,292 △2,846

当期純利益 2,506 4,005

別途積立金の取崩 － 5,500

自己株式の消却 － △5,526

当期変動額合計 214 1,132

当期末残高 2,001 3,133

利益剰余金合計   

前期末残高 21,464 21,679

当期変動額   

剰余金の配当 △2,292 △2,846

当期純利益 2,506 4,005

自己株式の消却 － △5,526

当期変動額合計 214 △4,367

当期末残高 21,679 17,311

自己株式   

前期末残高 △802 △2,229

当期変動額   

自己株式の取得 △1,427 △3,786

自己株式の処分 0 1

自己株式の消却 － 5,527

当期変動額合計 △1,426 1,743

当期末残高 △2,229 △485

株主資本合計   

前期末残高 51,479 50,500

当期変動額   

新株の発行 232 －

剰余金の配当 △2,292 △2,846

当期純利益 2,506 4,005

自己株式の取得 △1,427 △3,786

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 △979 △2,625

当期末残高 50,500 47,874

新株予約権   

前期末残高 39 117

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 77 74

当期変動額合計 77 74

当期末残高 117 192
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（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

純資産合計   

前期末残高 51,519 50,617

当期変動額   

新株の発行 232 －

剰余金の配当 △2,292 △2,846

当期純利益 2,506 4,005

自己株式の取得 △1,427 △3,786

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 77 74

当期変動額合計 △901 △2,550

当期末残高 50,617 48,067
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  該当事項はありません。 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
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